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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　物品を防火するための強化不織布であって、液体水不透過性の高分子層と、第一面と第
二面を有するオープンメッシュのスクリムとを含んでなり、スクリムの第一面は、その上
に圧縮され、熱可塑性バインダーによって圧縮状態に保たれた耐熱性の捲縮有機繊維を有
し、
　布が、熱もしくは火炎に曝露された際に、布が、その厚みを少なくとも２倍まで増大さ
せることが可能である強化不織布。
【請求項２】
　請求項１に記載の強化不織布を含んでなる防火された物品。
【請求項３】
　請求項１に記載の強化不織布を含んでなる防火されたマットレス。
【請求項４】
　請求項１に記載の強化不織布を含んでなる防火された布張り家具。
【請求項５】
　物品を防火するために熱もしくは火炎において嵩高になる強化不織布を製造する方法で
あって、
ａ）耐熱性の捲縮有機繊維およびバインダー繊維とを含んでなる第一ウェブを形成する工
程、
ｂ）ウェブを、第一面と第二面を有するオープンメッシュのスクリムの第一面と接触させ
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て、布集合体を形成する工程、
ｃ）バインダー粉末を布集合体に塗布する工程、
ｄ）ウェブを高分子薄膜と接触させる工程、
ｅ）布集合体および高分子薄膜を加熱して、バインダー繊維とバインダー粉末を活性化し
て高分子薄膜を軟化する工程、
ｆ）布集合体を圧縮状態に圧縮する工程であって、高分子薄膜が、ウェブにラミネートさ
れる工程、および
ｇ）圧縮状態の布集合体を冷却して、強化不織布を形成する工程
を含んでなる方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、液体不透過性の高分子層、捲縮繊維の圧縮ウェブ、バインダー、および強化
スクリムを含んでなる薄手の強化不織布に関する。熱または火炎に曝露されると、上記布
は、嵩高になり、マットレス、室内装飾用品等を防火するための構成要素として有用であ
る。本発明は、さらに、上記布を組み込んだ防火された物品に関する。本発明は、また、
上記強化不織布を製造する方法、および上記布を物品に組み込む方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　カリフォルニア州は、家庭、ホテル、および施設の火災で失われる命の数を低減しよう
とする試みにおいて、マットレスおよびマットレスセットの可燃性を規制し低減する運動
を主導している。特に、カリフォルニア州消費者問題局の家具および断熱部（Ｔｈｅ　Ｂ
ｕｒｅａｕ　ｏｆ　Ｈｏｍｅ　Ｆｕｒｎｉｓｈｉｎｇｓ　ａｎｄ　Ｔｈｅｒｍａｌ　Ｉｎ
ｓｕｌａｔｉｏｎ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ｄｅｐａｒｔｍｅｎｔ　ｏｆ　Ｃｏｎｓｕｍｅｒ　Ａ
ｆｆａｉｒｓ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ｓｔａｔｅ　ｏｆ　Ｃａｌｉｆｏｒｎｉａ）は、マットレ
スセットの可燃性性能を定量化するために、技術報告（Ｔｅｃｈｎｉｃａｌ　Ｂｕｌｌｅ
ｔｉｎ）６０３「大きい裸火に対する居住用マットレス／ボックススプリングセットの耐
性の要件およびテスト手順（Ｒｅｑｕｉｒｅｍｅｎｔｓ　ａｎｄ　Ｔｅｓｔ　Ｐｒｏｃｅ
ｄｕｒｅ　ｆｏｒ　Ｒｅｓｉｓｔａｎｃｅ　ｏｆ　ａ　Ｒｅｓｉｄｅｎｔｉａｌ　Ｍａｔ
ｔｒｅｓｓ／Ｂｏｘ　Ｓｐｒｉｎｇ　Ｓｅｔ　ｔｏ　ａ　Ｌａｒｇｅ　Ｏｐｅｎ－Ｆｌａ
ｍｅ）」を発行した。多くの場合、マットレス製造業者らは、防火層を含むことを望むが
、それらのマットレスの既存の美しさを損なう追加の層を望まない。
【０００３】
　強力で薄手の布（例、ステープルファイバーと薄手の強化スクリム布の組み合わせ等）
は、耐久性があり、難点もありそうにないので、望まれうる場合が多い。ステープルファ
イバーを所定位置に固定する、ステープルファイバーとスクリム布とを複合するための様
々な方法が、当技術分野では公知である。上記の方法のひとつは、水流交絡（ｈｙｄｒｏ
－ｅｎｔａｎｇｌｉｎｇ）であり、様々な公報において、ハイドロレーシング（ｈｙｄｒ
ｏｌａｃｉｎｇ）、スパンレーシング、およびウォータジェット処理として公知である。
上記方法において、高圧ウォータジェットが、ステープルファイバーと衝突して、スクリ
ム中にそれらを追いやり、ステープルファイバーとスクリムを一緒に統合する。ステープ
ルファイバーとスクリム布を複合するための当技術分野において公知の別の方法は、ニー
ドルパンチングによる方法である。この方法において、有刺針が、ステープルファイバー
をつかみ、それらをスクリム中に、或いは内部繊維詰め物内に追いやり、構造体を一緒に
固定する。これらの方法により製造された不織シートは、ステープルファイバーを、それ
自体とスクリムとのいずれか或いは両方とを機械的にそして強く絡ませて、加熱または火
炎に曝露された場合に嵩高になる布の能力を制限する。
【０００４】
　ステープルファイバーとスクリム布を複合するための当技術分野で公知であるまた別の
方法は、接着ラミネートまたはバインダーの添加による方法である。この方法において、
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バインダーもしくは接着剤を用いて、層もしくは個々の繊維を、一緒に固着するまたは結
合する。例えば、エルブ（Ｅｒｂ）による特許文献１および特許文献２と、ヤマグチ（Ｙ
ａｍａｇｕｃｈｉ）らによる特許文献３の両方とも、これらの厚い布の嵩厚さもしくは厚
みを維持するためバインダーを使用する方法を開示する。つまり、不織は、弾力性を有す
るように、嵩厚な形状（ｌｏｆｔｅｄ　ｆｏｒｍ）または嵩高形状を残存する。
【０００５】
　防火材（ｆｉｒｅ　ｂｌｏｃｋｅｒ）としての強力で薄手の布に対する要望に加えて、
多くの場合、マットレスまたは他の布張り物品の内部を流体もしくは他の水性液体から保
護したいという要望が存在する。従って、防火材と液体バリアの両方として機能できる薄
手の強化布が必要とされている。
【０００６】
【特許文献１】米国特許第６，５７９，３９６号明細書
【特許文献２】米国特許第６，３８３，６２３号明細書
【特許文献３】欧州特許第６２２,３３２号明細書
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　本発明は、物品を防火するための強化不織布、および該布を含んでなる物品に関し、該
強化不織布は、液体水不透過性の高分子層と、第一面および第二面を有するオープンメッ
シュのスクリムとを含んでなり、該スクリムの第一面は、その上に圧縮され、熱可塑性バ
インダーによって圧縮状態に保たれた耐熱性の捲縮有機繊維を有し、該布が熱もしくは火
炎に曝露された際に、該布は、少なくとも２倍までその厚みを増大させることが可能であ
る。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明は、物品を防火するため、熱もしくは火炎で嵩高になる強化不織布を製造する方
法に関し、その方法は、
ａ）耐熱性の捲縮有機繊維およびバインダー繊維とを含んでなる第一ウェブを形成する工
程、
ｂ）ウェブを、第一面と第二面を有するオープンメッシュのスクリムの第一面と接触させ
て、布集合体（ｆａｂｒｉｃ　ａｓｓｅｍｂｌｙ）を形成する工程、
ｃ）バインダー粉末を布集合体に塗布する工程、
ｄ）ウェブを高分子薄膜と接触させる工程、
ｅ）布集合体および高分子薄膜を加熱して、バインダー繊維とバインダー粉末を活性化し
て高分子薄膜を軟化する工程、
ｆ）高分子薄膜がウェブにラミネートされる圧縮状態まで、布集合体を圧縮する工程、お
よび
ｇ）圧縮状態の布集合体を冷却して、強化不織布を形成する工程
を含んでなる。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００９】
　本発明は、水性液体に対して不透過性である物品を防火するための薄手の強化不織布に
関し、熱もしくは火炎に曝露された際に、上記布は、その元来の厚さの少なくとも２倍の
厚さまで増大させることが可能である。上記布は、第一面と第二面を有するオープンメッ
シュのスクリムを含んでなり、該第一面は、その上に圧縮され、熱可塑性バインダーによ
って圧縮状態に保たれた耐熱性の捲縮有機繊維を有する。上記布が、高熱もしくは火炎に
曝されると、構造体中のバインダーが、軟化し、拘束された捲縮繊維を解放し、布の厚み
を劇的に増大させることができる。この増大が、布中にエアポケットを作り出し、それが
、布の熱的性能を増強させると考えられている。
【００１０】
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　耐熱性の捲縮有機繊維は、圧縮されているが、布中でほとんど絡まないので、上記布は
、高熱もしくは火炎に応じてその厚みを増大させることが可能である。以前開発された繊
維のスクリムシートは、繊維と、スクリムとのおよび／またはシート中の他の繊維との高
レベルな機械的交絡を確保することに焦点が当てられてきた。典型的に、繊維を絡ませそ
してシートの密度を高めるこの機械的交絡は、繊維の嵩厚なウェブおよび／またはシート
を形成するスクリムに、エネルギーを付与することにより実施される。機械的交絡が実施
される場合、シートの繊維は、非常に絡み合っているので、該繊維は、熱および火炎に曝
露された際に、自由に動くことができない。
【００１１】
　本発明の布は、シートを製造するのに十分なだけの繊維の交絡を有する。つまり、上記
繊維は、オープンメッシュのスクリムでオーバーレイされうるもしくは該スクリムと複合
されうる軽量のウェブを形成するのに必要とされる程度まで、互いに絡み合うだけである
。繊維を互いに絡み合わせるかまたはスクリムと絡み合わせるために、シートに追加のエ
ネルギーを全く付与しない。その後、捲縮繊維が、圧縮され拘束される一方、上記の軽量
ウェブは、その組み合わせを加熱圧縮した後、組み合わせを冷却して、構造体を硬化する
ことにより、スクリムにラミネートされる。上記の方法で嵩厚なシートを圧縮することに
より、バインダー材料が軟化される際に、シート中の繊維が、それらが圧縮される前に有
していた状態にほぼ近い外見上嵩厚な状態に自由に戻る。
【００１２】
　本発明の布は、布を介して水性液体の通過を防止する液体水不透過性の高分子層をさら
に含んでなる。布が、捲縮繊維の１つのウェブを含んでなる場合、薄膜が、ウェブ上にオ
ーバーレイされるのが好ましいが、しかしながら、薄膜は、ウェブの反対側のスクリムの
第二面にオーバーレイされうる。しかしながら、布が、スクリムの第一面と第二面の各々
の上の繊維のうちの少なくとも１つのウェブを含んでなる好ましく、高分子層は、上記の
軽量のウェブの１つの上にオーバーレイされる。各々の場合において、これは、１つの外
面として、液体水不透過性の高分子層を有する布を提供する。
【００１３】
　本発明の強化不織布は、約４０～２６０ｇ／ｍ２（１．２～７．７ｏｚ／ｙｄ２）の総
坪量を有するのが好ましい。上記の布は、同様に、全厚約０．０２６～０．２５センチメ
ートル（０．０１０～０．１０インチ）を有するのが好ましい。軽量の繊維ウェブとスク
リムだけの組み合わせは、圧縮された場合、０．０２５～０．２４センチメートル（０．
０１０～０．１０インチ）の厚さを有するのが好ましく、同様に、２０～１７０ｇ／ｍ２

（０．６～５ｏｚ／ｙｄ２）の範囲での坪量を有するのが好ましく、スクリム成分で、３
．４～３４ｇ／ｍ２（０．１～１．０ｏｚ／ｙｄ２）を組成するのが好ましく、繊維状ウ
ェブ成分は、１７～１３６ｇ／ｍ２（０．５～４．０ｏｚ／ｙｄ２）の範囲であるのが好
ましい。高分子層は、０．０１２～０．０７６ｍｍ（０．０００５～０．００３インチ）
の厚さを有するのが好ましい。本発明において有用な多種のポリマーに関して、上記の厚
さは、約２０～９０ｇ／ｍ２（０．６～２．７ｏｚ／ｙｄ２）、好ましくは２９～８５ｇ
／ｍ２（０．８４～２．５５ｏｚ／ｙｄ２）の好適な坪量を有する高分子層へと変わって
いく。
【００１４】
　本発明の強化布の全厚は、熱もしくは火炎に曝露された際に、その元来の厚みの少なく
とも２倍の厚みまで、好ましくはその元来の厚みの３倍の厚みまで増大する。少なくとも
１５０℃の温度が、嵩高効果を起こすのに必要であると考えられており、約２２５℃の温
度で始めると、嵩高作用が、直ちに進行すると考えられている。嵩高の最大量は、布が直
接火炎に曝される際に、実現すると考えられている。
【００１５】
　本発明の強化不織布は、液体水不透過性の高分子層を含んでなる。「液体水不透過性」
は、水性液体が、布上に放出または溢されると、該液体は、布を通って一方の面からもう
一方の面に透過しないことを意味する。液体の水は、一般的に、マットレスもしくは布張
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り家具上に溢されるまたは放出されうる任意の多種の水性液体を含むことを意味する。こ
のような水性液体には、水に加えて、飲み物（例、ソーダ、ジュース等）、体液（例、尿
等）の類が含まれうる。
【００１６】
　高分子層は、ポリマーのシート（例、連続薄膜等）が好ましいが、しかしながら、所望
ならば、ポリマーの連続コーティングを使用することが可能である。上記布に使用される
軽量のウェブもしくは熱可塑性バインダーに十分な接着力を有する、任意の耐久性のある
ポリマーまたはポリマーの組み合わせを使用してもよい。本発明者らは、ポリウレタン薄
膜がその耐久性ゆえに、好適な高分子層になることを見出した。別な方法として、所望な
らば、燃焼される際に火炎抑制ガスを放出しうるハロゲン化ポリマー薄膜（例、ポリ塩化
ビニル薄膜等）を使用しうる。
【００１７】
　好ましくは、高分子層が、耐熱性捲縮繊維の軽量のウェブと接触した状態で配置されて
、そして固着され、好ましくは強化布の外面のひとつを形成する。高分子層は、非常に軽
量であり、僅か０．０１２～０．０７６ｍｍ（０．０００５～０．００３インチ）の厚み
を有する。高分子層の追加が、繊維ウェブとスクリムの基本的な組み合わせの可撓性を殆
ど変えずに、布全体を、高分子層を用いないで、圧縮不織布と本質的に同じくらいの可撓
性およびテキスタイル状にするのは好ましい。
【００１８】
　高分子層は、布に連続液体バリアを形成する。高分子層は、繊維ウェブの表面全体に固
着されるのが好ましい。つまり、薄膜表面を加熱軟化することにより高分子層をウェブお
よび／またはスクリムに貼着するにせよ、或いはウェブおよび／またはスクリムを粘着性
ポリマーコーティングと接触させることにより高分子層をウェブおよび／またはスクリム
に貼着するにせよ、ポリマー層が、ウェブ表面と接触している状態で大部分の繊維に結合
するのが好ましい。
【００１９】
　本発明の強化不織布は、耐熱性の捲縮有機繊維を含んでなる。このような捲縮繊維は、
０．４～２．５インチ（１～６．３ｃｍ）、好ましくは０．７５～２インチ（１．９～５
．１ｃｍ）の範囲の切断長を有するステープルファイバーであるのが好ましく、１センチ
メートル当り２～５捲縮（５～１２捲縮／インチ）を有するのが好ましい。「耐熱性繊維
」は、２０℃／分の速度で、５００℃まで大気中で加熱される場合、好ましくは、その繊
維重量の９０パーセントを保持する繊維を意味する。このような繊維は、通例、耐炎性で
あり、繊維もしくはその繊維から製造された布が、繊維もしくは布が大気中で火炎を起こ
さないような限界酸素指数（ＬＯＩ）を有することを意味し、好適なＬＯＩ範囲は、約２
６以上である。好適な繊維は、火炎に曝露された際に過度に収縮しない。つまり、繊維長
は、火炎に曝露された際に、ほとんど短くならない。２０℃／分の速度で５００℃まで大
気中で加熱された際にその繊維重量の９０パーセントを保持する有機繊維を含有する布は
、衝突する火炎によって燃焼される場合に、限られた量の亀裂や開口部を有する傾向があ
り、それは、防火材としての布の性能に重要である。
【００２０】
　本発明の強化された不織防火布に有用な耐熱性で安定した繊維として、パラ－アラミド
、ポリベンゾアゾール、ポリベンゾイミダゾール、またはポリイミドポリマーから製造さ
れた繊維が挙げられる。好適な耐熱性繊維は、アラミドポリマー、特にパラ－アラミドポ
リマーから製造される。
【００２１】
　本明細書で使用される「アラミド」は、アミド（－ＣＯＮＨ－）結合の少なくとも８５
％が、２個の芳香族環に直接結合しているポリアミドを意味する。「パラ－アラミド」は
、２個の環または基が、互いに沿う分子鎖に関してパラ位であることを意味する。添加剤
をアラミドと共に使用することも可能である。実際に、他の高分子材料１０重量％程度ま
でをアラミドとブレンドすることが可能であることと、或いはアラミドのジアミンで置換
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した１０パーセント程度の他のジアミンまたはアラミドの二酸クロリドで置換した１０パ
ーセント程度の他の二酸クロリドを有するコポリマーを使用することも可能であることが
判明されている。本発明の実施において、好適なパラ－アラミドは、ポリ（パラフェニレ
ンテレフタルアミド）である。本発明において有用なパラ－アラミド繊維を製造する方法
は、一般的に、例えば、米国特許第３，８６９，４３０号明細書、米国特許第３，８６９
，４２９号明細書、および米国特許第３，７６７，７５６号明細書に開示されている。上
記の芳香族ポリアミド有機繊維およびこれらの繊維の種々の形態は、デラウェア州ウイル
ミントンのデュポン・カンパニー（ＤｕＰｏｎｔ　Ｃｏｍｐａｎｙ，Ｗｉｌｍｉｎｇｔｏ
ｎ，Ｄｅｌａｗａｒｅ）から商標ケブラー（Ｋｅｖｌａｒ）（登録商標）繊維で、入手可
能である。
【００２２】
　本発明に有用な市販のポリベンゾアゾール繊維として、日本の東洋紡（Ｔｏｙｏｂｏ、
Ｊａｐａｎ）から入手可能なザイロン（Ｚｙｌｏｎ）（登録商標）ＰＢＯ－ＡＳ（ポリ（
ｐ－フェニレン－２，６－ベンゾビスオキサゾール）繊維、ザイロン（Ｚｙｌｏｎ）（登
録商標）ＰＢＯ－ＨＭ（ポリ（ｐ－フェニレン－２，６－ベンゾビスオキサゾール））繊
維が挙げられる。本発明に有用な市販のポリベンゾイミダゾール繊維として、セラニーズ
・アセテート社（Ｃｅｌａｎｅｓｅ　Ａｃｅｔａｔｅ　ＬＬＣ）から入手可能であるＰＢ
Ｉ（登録商標）繊維が挙げられる。本発明に有用な市販のポリイミド繊維として、ラプラ
ス・ケミカル（ＬａＰｌａｃｅ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ）から入手可能であるＰ－８４（登録
商標）繊維が挙げられる。
【００２３】
　或いは、「耐熱性繊維」として、２０℃／分の速度で７００℃まで大気中で加熱した場
合、その繊維重量の少なくとも１０パーセントを保持するセルロース繊維が挙げられうる
。これらの繊維は、チャー形成と言われる。上記繊維に組み込まれる無機化合物を１０パ
ーセント以上有する再生セルロース繊維は、好適なセルロース繊維である。このような繊
維、およびこのような繊維を製造する方法は、一般的に、米国特許第３，５６５，７４９
号明細書および英国特許第１，０６４，２７１号明細書に開示されている。本発明に好適
なチャーを形成する再生セルロース繊維は、ケイ酸アルミニウム部位を有するポリケイ酸
の形態で二酸化ケイ素水和物を含有するビスコース繊維である。このような繊維、および
このような繊維を製造する方法は、一般的に、米国特許第５，４１７，７５２号明細書お
よび国際特許出願第９２１７６２９号パンフレットに開示されている。ケイ酸を含有し、
かつ約３１（±３）パーセントの無機材料を有するビスコース繊維は、フィンランドのサ
テリ・オイ・カンパニー（Ｓａｔｅｒｉ　Ｏｙ　Ｃｏｍｐａｎｙ）によって、商標ビシル
（Ｖｉｓｉｌ）（登録商標）で販売されている。
【００２４】
　耐熱性繊維は、他の繊維とブレンドすることが可能であるが、しかしながら他の繊維が
、防炎材として機能する布の能力を弱めないのが、好ましい。例えば、５０パーセントま
でのモダクリル繊維が、耐熱性繊維とブレンドされうる。モダクリル繊維は、燃焼時に、
火炎を抑制するハロゲン含有ガスを放出するので、モダクリル繊維は、有用である。モダ
クリル繊維は、アクリロニトリルを含んでなるポリマーから製造されるアクリル合成繊維
を意味する。上記ポリマーは、３０～７０重量パーセントのアクリロニトリルと、７０～
３０重量パーセントのハロゲン含有ビニルモノマーとを含んでなるコポリマーであるのが
好ましい。ハロゲン含有ビニルモノマーは、例えば、塩化ビニル、塩化ビニリデン、臭化
ビニル、臭化ビニリデンなどから選択される少なくとも１種のモノマーである。共重合性
ビニルモノマーの例は、アクリル酸、メタクリル酸、このような酸の塩もしくはエステル
、アクリルアミド、メチルアクリルアミド、ビニルアセタートなどである。
【００２５】
　本発明において使用される好適なモダクリル繊維は、塩化ビニリデンと組み合わせたア
クリロニトリルのコポリマーであり、該コポリマーは、さらに、難熱性を向上させるため
に１種もしくは数種の酸化アンチモンを有してもよい。上記の有用なモダクリル繊維とし
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て、２重量パーセントの三酸化アンチモンを有する米国特許第３，１９３，６０２号明細
書に開示される繊維、少なくとも２重量パーセント、好ましくは８重量パーセント以下の
量で存在する種々の酸化アンチモンで製造される米国特許第３，７４８，３０２号明細書
に開示される繊維、ならびに８～４０重量パーセントのアンチモン化合物を有する米国特
許第５，２０８，１０５号明細書および米国特許第５，５０６，０４２号明細書に開示さ
れる繊維が挙げられるが、これらに限定されない。好適なモダクリル繊維は、日本の株式
会社カネカ（Ｋａｎｅｋａ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ，Ｊａｐａｎ）から市販されている
（例、１０～１５重量の酸化アンチモンを含有すると言われているそれらのプロテックス
Ｃ（Ｐｒｏｔｅｘ　Ｃ）繊維等）。或いは６重量パーセント以下の範囲で酸化アンチモン
を殆ど伴わない他の繊維、または酸化アンチモンを全く伴わない繊維も使用できる。
【００２６】
　捲縮有機繊維は、３０重量部までのバインダー材料で固定されるのが好ましい。好適な
バインダー材料は、熱を加えることにより活性化される、バインダー繊維とバインダー粉
末の組み合わせである。バインダー繊維は、通常、繊維ブレンド中の他のどのステープル
ファイバーの軟化点よりも低い軟化点を有する熱可塑性材料から製造される。鞘／芯二成
分繊維は、バインダー繊維として好適であり、特に、ポリエステルホモポリマーの芯と、
バインダー材料であるコポリエステルの鞘とを有する二成分バインダー繊維として、好適
である。例として、一般的に日本のユニチカ株式会社（Ｕｎｉｔｉｋａ　Ｃｏ．，Ｊａｐ
ａｎ）から入手可能である（例えば、商標メルティ（ＭＥＬＴＹ）（登録商標）で販売さ
れている）。有用なタイプのバインダー繊維として、ポリアミドから製造されるバインダ
ー繊維（例、グリルテックス（Ｇｒｉｌｔｅｘ）ＰＡ　Ｂｉｋｏ　ＢＡ　１４０　８ｄｐ
ｆ、２インチ切断長ナイロンのバインダー繊維等）、或いは、ポリプロピレン、ポリエチ
レン、またはポリエステルポリマーもしくはコポリマーから製造されるバインダー繊維が
挙げられうる。上記繊維は、上記のポリマーもしくはコポリマーだけを、或いはサイド・
バイ・サイドもしくは鞘／芯配列の二成分繊維として、含有する。バインダー繊維は、強
化不織布の２０パーセントまでの量で、存在するのが好ましい。バインダー粉末は、強化
不織布の３０パーセントまでの量で存在するのが好ましい。好適なバインダー粉末は、熱
可塑性バインダー粉末（例、コポリエステルグリルテックス（Ｇｒｉｌｔｅｘ）ＥＭＳ　
６Ｅ接着剤粉末またはグンロン（Ｇｎｌｏｎ）ＳＭＳ　Ｄ１２６０　Ａｆｔ６２　ポリア
ミド（ナイロン）粉末等）である。
【００２７】
　本発明の強化不織布は、さらに、オープンメッシュのスクリムを含有する。このような
スクリムは、３．４～３４ｇ／ｍ２（０．１～１．０ｏｚ／ｙｄ２）の範囲で坪量を有す
るのが好ましく、これらのスクリムは、たて糸とよこ糸の両方向に、約０．８～６エンド
／センチメートル（２～１５エンド／インチ）しか有さないので、「オープンメッシュ」
スクリムと呼ばれる。最も好適なオープンメッシュのスクリムは、６．８～２４ｇ／ｍ２

（０．２～０．７ｏｚ／ｙｄ２）の範囲で坪量を有し、好ましくはたて糸とよこ糸の両方
向に、１～４エンド／センチメートル（３～１０エンド／インチ）を有する。一般的に、
メッシュスクリムは、バインダーコーティングを有する２組の交差撚りポリエステル連続
フィラメントもしくは連続フィラメント糸を一緒に結合させることにより、製造される。
いくつかのスクリムにおいて、任意の一方向（例えば、よこ糸方向）のエンドは、横方向
（ｔｒａｎｓｖｅｒｓｉｎｇ）たて糸エンドのいずれか一方の面または両面上に所望のよ
うに配置される複数の連続フィラメントからなりうる。代表的なオープンメッシュのスク
リムは、ニューヨーク州ナイアガラフォールズのサンゴバン・テクニカルファブリックス
（Ｓａｉｎｔ－Ｇｏｂａｉｎ　Ｔｅｃｈｎｉｃａｌ　Ｆａｂｒｉｃｓ　ｏｆ　Ｎｉａｇａ
ｒａ　Ｆａｌｌｓ，Ｎｅｗ　Ｙｏｒｋ）からバイエックス（登録商標）スクリムファブリ
ックス（Ｂａｙｅｘ（登録商標）Ｓｃｒｉｍ　Ｆａｂｒｉｃｓ）の名称で入手可能である
。本発明の強化不織布に特に有用なオープンメッシュのスクリムは、よこ糸方向に２．７
エンド／インチの５００デニールポリエステルと、たて糸方向に２．７エンド／インチの
５００デニールポリエステルとを有するサンゴバン（Ｓａｉｎｔ－Ｇｏｂａｉｎ）２．７
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×２．７スクリム（タイプＱＶ３３１１／Ａ３１）である。それは、１４．２ｇ／ｍ２（
０．４２ｏｚ／ｙｄ２）の公称坪量を有する。このタイプのスクリムは、十分な強度を提
供するが、可燃性に過度には寄与しない。メッシュスクリムは、繊維状ウェブとの結合点
が少ないせいで、それほど耐熱性繊維を拘束しないので、オープンメッシュは、布が高熱
に曝露された際に、布にオープンエアポケットを形成するのに寄与すると考えられている
。スクリムは、熱可塑性または非熱可塑性フィラメントからなり、そして、アラミド、ナ
イロン、ガラス、またはポリエステルでありうる。スクリムが、ポリエステルのような熱
可塑性であるならば、不織布が燃焼する際に、このメッシュは、耐熱性捲縮繊維が嵩高に
なるにつれて、燃焼領域にほとんど存在しなくなる。
【００２８】
　本発明の液体不透過性の強化不織布を製造する好適な方法は、高分子層として、軽量の
薄膜を使用するのが好ましい。上記の強化布は、
ａ）耐熱性の捲縮有機繊維およびバインダー繊維を含んでなる第一ウェブを形成する工程
、
ｂ）ウェブを、第一面と第二面を有するオープンメッシュのスクリムの第一面と接触させ
て、布集合体を形成する工程、
ｃ）布集合体にバインダー粉末を塗布する工程、
ｄ）ウェブを高分子薄膜と接触させる工程、
ｅ）布集合体および高分子薄膜を加熱して、バインダー繊維とバインダー粉末を活性化し
、高分子薄膜を軟化する工程、
ｆ）高分子薄膜がウェブにラミネートされる圧縮状態まで、布集合体を圧縮する工程、お
よび
ｇ）圧縮状態の布集合体を冷却して、強化不織布を形成する工程
を含んでなる方法を用いて、製造されうる。
【００２９】
　上記ウェブは、低密度ウェブを生み出すことができる任意の方法によって、形成されて
よい。例えば、繊維のベール（ｂａｌｅｓ　ｏｆ　ｆｉｂｅｒ）から得られた、捲縮ステ
ープルファイバーとバインダー繊維の塊は、装置（例、ピッカー等）によって、開放され
うる。これらの繊維が、約０．５５～約１１０デシテックス／フィラメント（０．５～１
００デニール／フィラメント）、好ましくは０．８８～５６デシテックス／フィラメント
（０．８～５０デニール／フィラメント）の線密度を有するステープルファイバーである
のが好ましい。約１～３３デシテックス／フィラメント（０．９～３０デニール／フィラ
メント）の線密度範囲が、最も好ましい。
【００３０】
　任意の利用可能な方法（例、空気輸送等）によって、開放された繊維混合物をブレンド
して、さらに均質な混合物を形成することが可能である。別の方法として、ピッカー内で
繊維を開放する前に、繊維をブレンドして、均質な混合物を形成することが可能である。
次に、他の方法（例、繊維の空気集積等）を使用してもよいが、装置（例、梳毛機等）を
使用することにより、繊維のブレンドを繊維状ウェブに変えることができる。全く交差集
積することなく、梳毛機からのウェブとして、繊維状ウェブを直接使用するのが好ましい
。しかしながら、所望ならば、コンベヤーを介して繊維状ウェブを装置（例、集積機等）
に送り、ジグザグ構造の互いの上面に個々のウェブを層状に重ねることにより、交差集積
ウェブを作り出すことができる。
【００３１】
　次に、１つもしくはそれ以上の梳毛機からの繊維状ウェブと１つのオープンメッシュの
スクリムを輸送ベルトに集めることが可能である。その方法は、工程ｃ）の前に、オープ
ンメッシュのスクリムの第二面を、耐熱性有機繊維およびバインダー繊維を含んでなる第
二繊維ウェブに接触させる追加の工程を含むのが好ましい。２層以上のウェブ構造もしく
は布集合体を作るように、典型的なスクリムを２つのウェブの間に挿入する。必要ならば
、追加のウェブを２層のウェブのいずれかの上に集積することが可能である。次に、バイ
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ンダー粉末を、約３．４～２４ｇ／ｍ２（０．１～０．７ｏｚ／ｙｄ２）の好適な量で、
複合ウェブとスクリム（その布集合体）に塗布する。
【００３２】
　最上の繊維ウェブの上面に薄膜を配置することにより、高分子薄膜を布集合体上にオー
バーレイすることができる。複合薄膜、ウェブ、バインダー粉末、およびスクリムを、バ
インダー繊維および粉末を軟化して活性化するのに十分な温度の炉を通って輸送して、繊
維を一緒に固着させ、さらに、薄膜と接触している繊維に薄膜を固着させるために、高分
子薄膜を軟化する。炉の出口で、２つの鋼ロール間でシートを圧縮して、上記層をまとめ
て粘着性布にするのが好ましい。次に、該布を上記圧縮状態で冷却するのが好ましい。
【００３３】
　本発明の強化不織布を、物品（例、家具一式または好ましくはマットレスおよびファン
デーションセット等）に防火として組み込んでもよい。マットレスを防火する一方法は、
マットレス芯のパネルおよび縁を本発明の布で完全に覆って、マットレスを封入するため
に、その継ぎ目で布を一緒に縫い合わせる方法による。これにより、パネルもしくは縁が
火炎に曝露されるか否かに関係なく、マットレスが、防火されうることが確証される。
【００３４】
　ファンデーション（例、ボックススプリング等）は、通例、完全に防火される必要はな
いが、しかし、一般的に、ファンデーションの上面もしくはパネルに対して任意の防火を
伴い、縁に防火を有することだけが必要とされる。しかしながら、本発明の強化不織布を
、所望通り、ファンデーションの縁もしくはパネルのいずれかに使用できる。
【００３５】
　強化不織布は、２００３年７月に発行されたカリフォルニア州の技術報告（Ｃａｌｉｆ
ｏｒｎｉａ　Ｔｅｃｈｎｉｃａｌ　Ｂｕｌｌｅｔｉｎ）６０３を合格できない物品に十分
な防火を提供して、難燃性化学物質を添加することなく、その物品を２００３年７月に発
行されたカリフォルニア州の技術報告（Ｃａｌｉｆｏｒｎｉａ　Ｔｅｃｈｎｉｃａｌ　Ｂ
ｕｌｌｅｔｉｎ）６０３に合格させることができると考えられている。別の方法では合格
しなかったと思われる試験を上記マットレスが合格できる任意の方法で、上記強化不織布
を物品（例、マットレス等）中に組み込むことができる。
【００３６】
試験方法
　熱重量測定　本発明に使用される繊維は、特定の昇温速度で高温まで加熱された場合の
それらの繊維重量の一部を保有する。この繊維重量を、デラウェア州ニューアーク（Ｎｅ
ｗａｒｋ，Ｄｅｌａｗａｒｅ）のＴＡインスツルメント（ＴＡ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔｓ
）（ウォーターズコーポレーション（Ｗａｔｅｒｓ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ）の一事業
部）から入手可能のモデル２９５０熱重量測定装置（ＴＧＡ）を用いて測定した。ＴＧＡ
により、試料の重量損失／上昇温度のスキャンを得る。ＴＡユニバーサル・アナリシス（
ＴＡ　Ｕｎｉｖｅｒｓａｌ　Ａｎａｌｙｓｉｓ）プログラムを用いて、パーセント重量損
失を任意の記録温度で測定できる。上記プログラムのプロファイルは、５０℃で試料を平
衡状態にすること、温度を１０もしくは２０℃／分で、５０℃から１０００℃まで傾斜上
昇させること、ガスとして空気を用いて１０ｍｌ／分で供給すること、および５００マイ
クロリットルのセラミックカップ（ＰＮ　９５２０１８．９１０）試料容器を使用するこ
とからなる。
【００３７】
　試験手順は、以下の通りである。ＴＡシステム２９００コントローラー（ＴＡ　Ｓｙｓ
ｔｅｍｓ２９００　Ｃｏｎｔｒｏｌｌｅｒ）上のＴＧＡスクリーンを使用して、ＴＧＡを
プログラムした。試料ＩＤを入力して、２０℃／分の計画された昇温プログラムを選択し
た。機器の風袋機能を用いて、空の試料カップの風袋重量を量った。繊維試料を約１／１
６インチ（０．１６ｃｍ）の長さに切断し、試料皿を試料で緩く充填した。試料重量は、
１０～５０ｍｇの範囲であるのが望ましい。ＴＧＡは、天秤を有するので、厳密な重量を
予め測定する必要はない。いずれの試料も、皿の外側にあってはならない。充填された試
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料皿をバランスワイヤ上に載せ、熱電対が、皿の上端に近いが皿と接触しないことを確か
めた。窯炉を皿の上に上昇させ、ＴＧＡを開始する。一旦プログラムが完了すると、ＴＧ
Ａは、自動的に窯炉を低下させ、試料皿を除去し、冷却モードになる。次に、ＴＡシステ
ムズ２９００ユニバーサル・アナリシス（ＴＡ　Ｓｙｓｔｅｍｓ　２９００　Ｕｎｉｖｅ
ｒｓａｌ　Ａｎａｌｙｓｉｓ）プログラムを用いて、分析し、温度範囲におけるパーセン
ト重量損失に関してのＴＧＡスキャンを生成する。
【００３８】
熱的性能温度
　「建物の火災用の消防用服（Ｐｒｏｔｅｃｔｉｖｅ　Ｅｎｓｅｍｂｌｅ　ｆｏｒ　Ｓｔ
ｒｕｃｔｕｒａｌ　Ｆｉｒｅ　Ｆｉｇｈｔｉｎｇ）２０００年編６～１０節」におけるＮ
ＦＰＡ１９７１標準のために使用されるのと同一機器を用いて、高温での布の断熱特性と
熱流束を測定した。本発明の材料を特徴付けるために、データ収集モードで、機器を運転
した。２ｃａｌ／ｃｍ２／秒（８．３８Ｊ／ｃｍ２／秒）の熱流束を、９０秒間、布に加
えた。その時間の間、材料を通過する熱を、試験品の裏面（基本層）と直接接触するよう
に配置した熱量計を用いて、測定した。９０秒の曝露の終わりに、熱量計の熱電対の温度
の点から、材料を特徴付けた。この値は、布を通過した熱の量に正比例する。
【００３９】
坪量
　ＡＳＴＭ　Ｄ６２４２－９８を用いて、布の坪量を測定した。
【実施例】
【００４０】
実施例１
　以下の通り、強化不織布を調製した。４２．５重量部２．２ｄｐｆ、２インチ切断長タ
イプ９７０ケブラー（Ｋｅｖｌａｒ）（登録商標）ブランドステープルファイバーと、４
２．５重量部３．５ｄｐｆ、２インチ切断長ビシル（Ｖｉｓｉｌ）（登録商標）３３ＡＰ
ステープルファイバーと、１０部４ｄｐｆ、２インチ切断長タイプ４０８０ユニチカ（Ｕ
ｎｉｔｉｋａ）バインダー繊維とを、ベール（ｂａｌｅｓ）から３つの梳毛機に供給する
として、ブレンドした。３つの梳毛機からの繊維ウェブを輸送ベルト上に集めて、約２．
２ｏｚ／ｙｄ２の坪量を有する繊維ウェブを生み出した。ポリエステルフィラメント糸の
オープンメッシュのスクリムを、最初の２つの梳毛機により形成された２つのウェブの間
に、挿入した。オープンメッシュのスクリムは、サンゴバン（Ｓａｉｎｔ　Ｇｏｂａｉｎ
）２．７×２．７スクリム（タイプＱＶ３３１１／Ａ３１）（よこ糸方向に２．７エンド
／インチの５００デニールポリエステル、たて糸方向に２．７エンド／インチの５００デ
ニールポリエステルを有する）であり、０．４２ｏｚ／ｙｄ２の坪量を有した。生成した
構造体は、オープンメッシュのスクリムの一方の面上の２つの梳毛ウェブと、該スクリム
の他方の面上の１つの梳毛ウェブとを有する。
【００４１】
　グリルテックス（Ｇｒｉｌｔｅｘ）ＥＭＳ　６Ｅ　１２５－１３０Ｃ接着剤粉末を、総
シート重量３．１ｏｚ／ｙｄ２となる量で、複合ウェブとスクリムに塗布した。ディアフ
ィールド・ウレタンズ（Ｄｅｅｒｆｉｅｌｄ　Ｕｒｅｔｈａｎｅｓ）（黒色顔料パッケー
ジのＰＴ６１００ポリマー）からの１ミルの厚みのポリウレタン薄膜をスクリム、バイン
ダー粉末およびウェブと複合した。この構造体を２８５℃の炉へ送り、バインダー繊維お
よび粉末を溶かした。炉の出口で、０インチ隙間を有する２つの鋼ロール間でシートを圧
縮し、それにより、構成要素をまとめて粘着性布にした。次に、この圧縮状態で、布を冷
却した。布の最終的な組成は、約２５％のケブラー（Ｋｅｖｌａｒ）（登録商標）繊維、
２５％のビシル（Ｖｉｓｉｌ）（登録商標）繊維、９％のバインダー繊維、８％のバイン
ダー粉末、１１％のポリエステルスクリムおよび２２％のポリウレタン薄膜であった。生
成した布は、３５１℃の熱的性能温度（ＴＰＴ）を有した。
【００４２】
実施例２
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　約５ｃｍ×５ｃｍ（２インチ×２インチ）のサイズの２つの正方形の試料を実施例１の
布から取り出した。定規でその試料を測定し、平均厚みは、約１ｍｍであると判明した。
次に、その試料を、大気圧、２００℃で運転している炉に５分間入れた。試料を冷却する
ために、炉から取り出した後、試料を定規で、２回目の測定をし、平均厚みが、４ｍｍま
で増大したことが判明した。布がほとんど平面収縮（ｐｌａｎｅｒ　ｓｈｒｉｎｋａｇｅ
）することなく、試料の厚みが現れた。しかしながら、高分子薄膜層の多少の劣化が起こ
った。試料の厚みの平均増加は、試料の元来の厚みの約４倍であった。
【００４３】
実施例３
　実施例１の布の試料を、実施例２の炉内で加熱した。しかしながら、各試料を異なる温
度まで加熱し、試料が嵩高になるのに必要な時間を記録した。次に、試料を２０分間炉内
に静置してから、炉から取り出し、薄膜の状態を記録した。最後に、嵩高になった試料の
厚みを定規で測定した。試料は、布がほとんど平面収縮することなく、１５０℃での２．
５倍から２５０℃での４．５倍までの厚みの増大を示した。結果を表１に示す。
【００４４】
【表１】

　次に、本発明の好ましい態様を示す。
1.　物品を防火するための強化不織布であって、液体水不透過性の高分子層と、第一面と
第二面を有するオープンメッシュのスクリムとを含んでなり、スクリムの第一面は、その
上に圧縮され、熱可塑性バインダーによって圧縮状態に保たれた耐熱性の捲縮有機繊維を
有し、
　布が、熱もしくは火炎に曝露された際に、布が、その厚みを少なくとも２倍まで増大さ
せることが可能である強化不織布。
2.　布が熱もしくは火炎に曝露された際に、布が、その厚みを３倍にすることが可能であ
る上記１に記載の強化不織布。
3.　スクリムの第二面上に圧縮された耐熱性の捲縮有機繊維をさらに含んでなり、繊維は
、熱可塑性バインダーによって圧縮状態に保たれる上記１に記載の強化不織布。
4.　高分子層が、薄膜である上記１に記載の強化不織布。
5.　高分子層が、コーティングである上記１に記載の強化不織布。
6.　高分子層が、ポリウレタンポリマーを含んでなる上記１に記載の強化不織布。
7.　高分子層が、ポリ塩化ビニルポリマーを含んでなる上記１に記載の強化不織布。
8.　高分子層が、０．０００５～０．００３インチの厚みを有する上記１に記載の強化不
織布。
9.　耐熱性有機繊維が、パラ－アラミド繊維である上記１に記載の強化不織布。
10.　パラ－アラミド繊維が、ポリ（パラフェニレンテレフタルアミド）である上記９に
記載の強化不織布。
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11.　耐熱性有機繊維が、ポリベンゾアゾール、ポリベンゾイミダゾール、およびポリイ
ミドポリマーよりなる群から選択されるポリマーから製造される上記１に記載の強化不織
布。
12.　耐熱性有機繊維が、２０℃／分の速度で７００℃まで大気中で加熱された際に、そ
の繊維重量の少なくとも１０パーセントを保持するセルロース繊維である上記１に記載の
強化不織布。
13.　セルロース繊維が、ケイ酸アルミニウム部位を有するポリケイ酸の形態で二酸化ケ
イ素水和物を含有するビスコース繊維である上記１２に記載の強化不織布。
14.　耐熱性有機繊維が、５０重量パーセントまでのモダクリル繊維とブレンドされる上
記１に記載の強化不織布。
15.　熱可塑性バインダーが、バインダー繊維を含んでなる上記１に記載の強化不織布。
16.　熱可塑性バインダーが、バインダー繊維とバインダー粉末の組み合わせを含んでな
る上記１に記載の強化不織布。
17.　オープンメッシュのスクリムが、熱可塑性材料を含んでなる上記１に記載の強化不
織布。
18.　上記１に記載の強化不織布を含んでなる防火された物品。
19.　上記１に記載の強化不織布を含んでなる防火されたマットレス。
20.　上記１に記載の強化不織布を含んでなる防火された布張り家具。
21.　物品を防火するために熱もしくは火炎において嵩高になる強化不織布を製造する方
法であって、
ａ）耐熱性の捲縮有機繊維およびバインダー繊維とを含んでなる第一ウェブを形成する工
程、
ｂ）ウェブを、第一面と第二面を有するオープンメッシュのスクリムの第一面と接触させ
て、布集合体を形成する工程、
ｃ）バインダー粉末を布集合体に塗布する工程、
ｄ）ウェブを高分子薄膜と接触させる工程、
ｅ）布集合体および高分子薄膜を加熱して、バインダー繊維とバインダー粉末を活性化し
て高分子薄膜を軟化する工程、
ｆ）布集合体を圧縮状態に圧縮する工程であって、高分子薄膜が、ウェブにラミネートさ
れる工程、および
ｇ）圧縮状態の布集合体を冷却して、強化不織布を形成する工程
を含んでなる方法。
22.　工程ｃ）の前に、オープンメッシュのスクリムの第二面を、耐熱性有機繊維とバイ
ンダー繊維を含んでなる第二繊維ウェブと接触させる追加の工程を含む上記２１に記載の
方法。
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